
　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０６－６９０２－８８９４

　　担当部局（課）名

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２７年３月３０日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には届出時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　※「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部（平成◇◇年度より変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

                                                    学校法人　大阪国際学園　　　

[平成２６年度設置］

【届出】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　 大阪国際大学　グローバルビジネス学部

　　　計画の区分：学部の設置

　　　２　大学院の場合は，表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

                                                    平成２７年５月１日現在　　

　　　（夜間）　　０６－６９０２－０７９１

　　　職名・氏名　　事務局長　　麻　生　哲　男
アソ ウ テツ オ

　　　　　　　

　　　電話番号　　０６－６９０２－０７９１

　　　ｅ－mail　　t-asou＠oiu.ac.jp

　作成担当者

届出 

大学番号：私２３５ 
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１ 調査対象大学等の概要等 

 

 



変　更　状　況 備　　　考
（ オクダ　ゴロウ ）  

奥田　吾朗  
（平成７年７月）  

（キタガワ　トシミツ） （ミヤモト　イクオ）

北川　俊光 宮本　郁夫
（平成２４年４月） （平成２６年４月）

（オクバヤシ　コウジ）

奥林　康司
（平成２６年４月）

－

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

  （注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（３） 大学の位置

　　　　学　校　法　人　　　大　　阪　　国　　際　　学　　園

（２） 大　学　名

　　　　大　　阪　　国　　際　　大　　学

　　　  ・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　  　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２７年度に報告する内容　→（27）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２５年度に報告済の内容　→（25）

　　　　記入してください。

　　　〒570－8555
        大阪府守口市藤田町6丁目21番57号

  〒573－0192
    大阪府枚方市杉3丁目50番1号

学 部 長

学科長等

健康上の理由のため。
平成26年4月1日（26）

学　　長

職　　名
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　　　に報告書を作成してください。

グローバルビジネス学部

グローバルビジネス学科

 学士（経営学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

175 ― 154 ―
(―) (―) (―) (―) (  ) (  ) (  ) (  )
[22] [―] [28] [―] [  ] [  ] [  ] [  ]
168 ― 147 ―
(―) (―) (―) (―) (  ) (  ) (  ) (  )
[19] [―] [27] [―] [  ] [  ] [  ] [  ]
145 ― 136 ―
(―) (―) (―) (―) (  ) (  ) (  ) (  )
[18] [―] [25] [―] [  ] [  ] [  ] [  ]
104 ― 108 ―
(―) (―) (―) (―) (  ) (  ) (  ) (  )
[16] [―] [21] [―] [  ] [  ] [  ] [  ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　　ください。

　　　・　「開設年度から提出年度までの平均入学定員超過率」は，完成年度を越えて報告書を提出する大学（「改善
　　　　意見等対応状況報告書」を提出する大学）のみ記入してください。「設置計画履行状況報告書」の場合は
　　　　「－」を記入してください。

(       )

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
      ・学生募集停止を予定している場合は，「備考」にその旨記載してください。

300

      ・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。

    志願者数

    受験者数

    合格者数

[   ―   ]

―

[   ―   ] [        ] [        ]

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

0.34 0.36

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

0.35 倍

　　　　記載してください。

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　「－」を記入してください。

Ｂ　入学者数

Ａ　入学定員
(　―　) (　―  ) (      )

300

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
平均入学定員

超 過 率
備　考

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　　　　考
編入学定員入学定員

設 置 時 の 計 画

人年次

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　・　様式は，平成２４年度開設の４年制の学科の場合（平成２７年度までの４年間）ですが，開設年度・
          区分ごとではありません）。

　　　　には，欄を設けてください。）

収容定員修業年限

人年

300 ―4 1,200

人

開設年度から
提出年度まで
の平均入学定
員超過率
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[ 16 ] [ － ] [ 21 ] [ － ] [　  ] [　 　] [　   ] [　 　]

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) (    ) (    )

104 － 108 －

[ 16 ] [ － ] [　  ] [　 　] [　   ] [　 　]

( － ) ( － ) (    ) (    ) (    ) (    )

95 －

[　  ] [　 　] [　   ] [　 　]

(    ) (    ) (    ) (    )

[　   ] [　 　]

(    ) (    )

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２６年度

２年次

１年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。

平成２８年度

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

計

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。

備　　　　　考

203

平成２９年度平成２７年度

[　　   　 ][　　   　 ][　　37  　][　　16  　]

      ・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

３年次

４年次

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してくだ
　　　　さい。

(    －    ) (    －    ) (          ) (          )

104

3



退学した年度 退学者数
退学者数の

うち留学生数

平成２６年度 9 人 0 人
 他の教育機関への入学・転学
(3人) 、就職(2人）、除籍(2
人)、 就学意欲の低下(2人)

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

人 人 平成２９年度 人 人 %

212 人 9 人 4.2%

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２６年度
入学者

入学者数に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

　　　　区　分

 対象年度

8.7%

主な退学理由入学者数(b)

0 人

平成２９年度
入学者

人
平成２８年度

入学者
人

　　      してください。

退学者数(a) 退学者数（内訳）

          その退学者数を減らす必要はありません。）

      ・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数

          の内数を記入してください。

104 人

108 人

9 人

　　　・  短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２７年度
入学者

合　　計

0.0%

%

　     　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）
　　      及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入

　　　　　　　                      　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　       までを記入してください。

　    　 　・　  「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入し

　　　　　　　　（記入項目例）　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　・海外留学

                 てください。

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。

　　  ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

      ・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも，

　　    　 ・　   「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２７年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

                 【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下 第１位
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２ 授業科目の概要 

 

 



必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

人間学 1前・後 2 兼1

人間の生と死 3前・後 2 兼1

心理学 1後・2前 2 兼1

文化人類学 2前・後 2 兼1

ヒトとコトバの世界 2前・後 2 1

社会学 1前・後 2 1

宗教学 2前・後 2 1

くらしの中の憲法 1後 2 1

人権論 2前・後 2 兼1

現代社会と女性 2前 2 1

数学の基礎 1前 2 1 1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

統計学入門 1後 2 1

人間と環境 2前・後 2 兼1

生活の中の化学 2前・後 2 兼1

地球の科学 3前・後 2 1 1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

健康とスポーツ 1前・後 2 1
  1
兼2

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

健康科学 2前・後 2 1 兼2 クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

コンピュータ基礎演習 1前 2 1 1
　4
  5
兼8

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)
当初予定教員の就任辞退(26)

コンピュータの活用Ⅰ（Excelの関数活用） 1後 1 1
　4
  5
兼7

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)
当初予定教員の就任辞退(26)

コンピュータの活用Ⅱ（Excelによる統計処理） 2前・後 1 1 1

コンピュータの活用Ⅲ（マルチメディア） 2前・後 1 1 兼1

コンピュータの活用Ⅳ（データベース） 2前・後 1
2
1

1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

情報の科学 1後 2 1
2
3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

情報と社会 2前 2
2
3
2

1
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

より適任の専任教員に変更(27)
職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

英語Ⅰ 1前 1 1
  2
兼4

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

英語Ⅱ 1後 1 1
  2
兼4

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

英語Ⅲ 2前 1 1
　2
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
より適任の専任教員に変更(27)

英語Ⅳ 2後 1 1
　2
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
より適任の専任教員に変更(27)

オーラルイングリッシュⅠ 1前 1 2
　3
  4
兼3

当初計画通りの兼任教員数で開講(27)
教育効果の観点から担当教員を追加(26)

オーラルイングリッシュⅡ 1後 1 2
　3
  4
兼3

当初計画通りの兼任教員数で開講(27)
教育効果の観点から担当教員を追加(26)

オーラルイングリッシュⅢ 2前 1
1
2

  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

オーラルイングリッシュⅣ 2後 1
1
2

  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

オーラルイングリッシュⅤ 3前 1 1 兼2

オーラルイングリッシュⅥ 3後 1 1 兼2

リスニングⅠ 2前 1 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

リスニングⅡ 2後 1 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

ボキャブラリービルディングⅠ 1前 1 1 兼3

ボキャブラリービルディングⅡ 1後 1 1 兼3

エッセンシャルグラマーⅠ 1前 1 1
　2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

エッセンシャルグラマーⅡ 1後 1 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

ライティングⅠ 2前 1 1 兼2 教育効果の観点から担当教員を追加(27)

ライティングⅡ 2後 1 1 兼2 教育効果の観点から担当教員を追加(27)

旅行英語 3前 1 兼1

時事英語 3後 1 兼2

外
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に
よ
る
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ケ
ー

シ
ョ

ン
の
理
解

共
　
　
　
通
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
科
　
　
　
目

グ
ロ
ー

バ
ル
時
代
の
社
会
・
人
間
の
理
解

２　授業科目の概要

＜グローバルビジネス学部　グローバルビジネス学科＞

（１） 授業科目表

科目区分 授業科目の名称
配 当
年 次

専任教員等の配置
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語

備　　　　考

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用

単位数

5



必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手
科目区分 授業科目の名称

配 当
年 次

専任教員等の配置
備　　　　考

単位数

中国語Ⅰ（初級） 1前 2 兼2

中国語Ⅱ（中級） 1後 2 兼2

韓国語Ⅰ（初級） 1前 2 兼1

韓国語Ⅱ（中級） 1後 2 兼1

ベトナム語Ⅰ（初級） 1前 2 兼1

ベトナム語Ⅱ（中級） 1後 2 兼1

ドイツ語Ⅰ（初級） 1前 2 兼1

ドイツ語Ⅱ（中級） 1後 2 兼1

フランス語Ⅰ（初級） 1前 2 兼1

フランス語Ⅱ（中級） 1後 2 1

スペイン語Ⅰ（初級） 1前 2
  1
  2
兼1

当初計画通りの兼任教員数で開講(27)
教育効果の観点から担当教員を追加(26)

スペイン語Ⅱ（中級） 1後 2
  1
  2
兼1

当初計画通りの兼任教員数で開講(27)
教育効果の観点から担当教員を追加(26)

日本語Ⅰａ（文字と語彙） 1前 1 1 兼2 クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅰｂ（文字と語彙） 1後 1 1 兼2 クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅱａ（文章解釈の技法と文法） 1前 1 1
  1
兼2

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅱｂ（文章解釈の技法と文法） 1後 1 1
  1
兼2

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅲａ（聴解とコミュニケーション） 1前 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅲｂ（聴解とコミュニケーション） 1後 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅳａ（文章作成の技術） 1前 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅳｂ（文章作成の技術） 1後 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅴａ（読書とリスニング・ラン） 1前 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語Ⅴｂ（読書とリスニング・ラン） 1後 1
  2
兼3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

現代の国際社会 1後 2 1

国際社会の法と人権 2後 2 1

世界の地理 1前・後 2 兼1

異文化コミュニケーション論 1後・2前 2 兼1

日本思想 2前 2 1

日本の伝統文化 2前 2 2 兼1

日本の近現代史 2前 2 1

日本と世界の宗教 3前 2 1

日本と世界の今日的課題 3後 2 兼1

東アジアの民族と文化 2前 2 1

東アジアの歴史と社会 2後 2 1

東アジアの政治と経済 2後 2 兼1

東南アジアの民族と文化 2後 2 1

東南アジアの歴史と社会 3前 2 1

東南アジアの政治と経済 3後 2 兼1

アメリカの民族と文化 2後 2 兼1

アメリカの歴史と社会 3前 2 兼1

アメリカの政治と経済 3後 2 兼1

ヨーロッパの民族と文化 2前 2 兼1

ヨーロッパの歴史と社会 2後 2 兼1

ヨーロッパの政治と経済 2後 2 兼1

スタディアブロードⅠ 1・2・3・4 2 1

スタディアブロードⅡ 1・2・3・4 2 1

スタディアブロードⅢ 1・2・3・4 2 1

キャリアデザインⅠ（自己の探究） 1前 1 1
　3
  4
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)
当初予定教員の就任辞退(26)

キャリアデザインⅡ（企業と仕事） 1後 1
  3
  4
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)
当初予定教員の就任辞退(26)

キャリアデザインⅢ（社会生活の基礎） 2前 1 兼1

キャリアアップ基礎Ⅰ（数的処理） 2前・後 1 兼1

キャリアアップ基礎Ⅱ（言語） 2前・後 1 兼1

キャリアアップ基礎Ⅲ（ビジネスのマナーと文書） 2前・後 1 兼1

日本語表現Ⅰ（文章表現） 1前 1
  5
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

日本語表現Ⅱ（口頭表現） 1後 1
  5
兼6

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(26)

ビジネスプレゼンテーション 2前・後 2 1

インターンシップⅠ 2・3 2 1 兼2 教育効果の観点から担当教員を追加(27)

インターンシップⅡ 2・3・4 2 1 兼2 教育効果の観点から担当教員を追加(27)

ボランティア論 1後・2前 2
　2
兼1

教育効果の観点から担当教員を追加(27)

ボランティア活動 1・2・3・4 2 1
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手
科目区分 授業科目の名称

配 当
年 次

専任教員等の配置
備　　　　考

単位数

フレッシュマンセミナーａ 1前 1
8
9
8

3
5
7

2
3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更、クラ
ス当たりの適正人数の考慮等により一部計画変更(26)

フレッシュマンセミナーｂ 1後 1
8
9
8

3
5
7

2
3

クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更、クラ
ス当たりの適正人数の考慮等により一部計画変更(26)

経営学入門 1前 2 1 1 2
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)
職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

経済学入門 1前 2
1
2

1 当初予定教員の就任辞退(26)

会計学入門 1後 2 2 1 当初予定教員の就任辞退(26)

マーケティング入門 1後 2 1 兼2
当初予定専任教員の退職による変更(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

法学入門 1前 2 1 兼1

情報学入門 1後 2 1 兼1

経営学原理 2前 2 1

起業家論 2後 2 兼1

経営管理論 2前 2 1

経営史 2前 2 1

経営組織論 3前 2 1

組織行動論 2後 2 1

企業統治論 2後 2 1 兼1 職名変更 兼担教授⇒専任教授(27)

経営倫理 3前 2 兼1

経営戦略論 3前 2 1

経営分析 3前 2 1 1 職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

生産管理論 3後 2 1 1 1 職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

人的資源管理 3後 2 1

ＮＰＯ論 3後 2 兼1

ビジネスケーススタディ 4前 2 兼1

マーケティング論 2前 2 1

販売管理論 2後 4 1

市場調査論 3前 2 兼1

ＩＴマーケティング 3後 2 兼1

流通科学 3前 2 1

証券市場論 3後 2 1

簿記原理 1前 2 1
  2
兼1

教育効果の観点から担当教員を追加(27)

簿記実務 1後 2 1 1
  2
兼1

教育効果の観点から担当教員を追加(27)
職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

財務会計論 2前 2 1

原価計算論 2後 2 1 1 職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

管理会計論 2後 2 1 1 職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

原価管理論 3前 2 1 1 職位変更(昇任) 講師⇒准教授(26)

財務管理論 3後 2 1

予算管理論 3後 2 1

ＮＰＯ会計 3後 2 1

ファイナンシャル・プランニング 2前 2 1

金融論 2後 2 1 1 当初予定教員の就任辞退による担当者の変更(26)

資金運用論 2前 2 1

経営工学 3後 2 1

経営科学 3後 2 1

人間工学 3後 2 1

プロジェクト管理 3前 2 1

広告デザイン論 3前 2 1

広告デザイン演習 3後 2 1

経営情報論 2前 2 1 兼1 当初予定教員の退職による変更(27)

コンテンツビジネス論 2前 2 1

情報産業論 2後 2 1

ビジネスシステム論理デザイン 3後 2 1

ビジネスシステムのしくみ 3前 2 1

ビジネスデータベース論 2後 2 1 1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

ビジネスデータベース演習 3前 2 1

ビジネスシステム設計演習 3後 4 1 1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

ｅ－ビジネス論 4前 2 兼1

ビジネスゲーム論 3前 2 1

ビジネスゲーム演習 3後 4
2
1

1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手
科目区分 授業科目の名称

配 当
年 次

専任教員等の配置
備　　　　考

単位数

マクロ経済学 2前 4 1 1 当初予定教員の就任辞退による担当者の変更(26)

ミクロ経済学 2後 4 1

ゲーム理論 2後 2 1 兼1 より適任の専任教員に変更(27)

計量経済学入門 2後 2 1

計量経済学 3前 2 1 1 当初予定教員の就任辞退による担当者の変更(26)

公共経済学 3後 2 1

経済政策 3後 2 兼1

財政学 3前 2 1
当初予定教員の就任辞退による担当者の変更・
後任未定(26)

環境経済学 2後 2 1

現代の日本経済 2後 2 1

現代の世界経済 2前 2 1

日本経済史 3後 2 1

西洋経済史 3前 2 1

憲法 2前 2 1

民法総論 2前 2 1

物権法 2後 2 1

契約法 3前 2 1

刑法 2後 2 兼1

商取引法 2後 2 1

会社法 2前 2 1

裁判手続法 3前 2 1

労働法 3後 2 兼1

経済法 3前 2 兼1

税法 3前 2 1
当初予定教員の就任辞退による担当者の変更・
後任未定(26)

金融商品取引法 2後 2 1

知的財産権 3後 2 1

公共政策入門 2前 2 1

社会調査法 2前 2 1

公共経営論 2前 2 1

地方行政論 2前 2 1

地域政策論 2後 2 1

地域経済論 2前 2 1

社会保障政策 3前 2 兼1

行政法 3前 2 1

地方自治法 3後 2 兼1

フィールド・リサーチ 3前 2 1 1

ＩＴの基礎 2前 2 1

情報デザイン論 2前 2 1 1 職位変更(昇任) 准教授⇒教授(26)

情報数学 2前 2 1

プログラミング演習 2前・後 2 1

コンピュータネットワーク 2前 2 1

モバイルアプリ開発演習 2後 2 1

先端情報技術 3前 2 1

Ｗｅｂデザイン入門 2前・後 2 1

Ｗｅｂプログラミング演習 2後 2 1

Ｗｅｂシステム開発演習 3前 2 1

デジタルコンテンツ 2後 2 1

エンターテイメントコンテンツ制作 3後 2 1

日中ビジネス論 2後 2 1

国際経営論 3前 2 1

国際会計論 3前 2 1

国際税務論 3後 2 1
当初予定教員の就任辞退による担当者の変更・
後任未定(26)

国際経済論 3前 2 1 1 当初予定教員の就任辞退による担当者の変更(26)

国際金融論 3後 2 1 1 当初予定教員の就任辞退による担当者の変更(26)

国際取引法 3後 2 1

国際関係史 2前 2 1

国際政治学 2後 2 1

国際法 2後 2 1

国際ジェンダー論 2前 2 1

国際事情 3前 2 2

海外事情研修 1・2・3・4 2 1 1 1 兼2
当初予定教員の退職による変更(27)
教育効果の観点から担当教員を追加(27)
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手
科目区分 授業科目の名称

配 当
年 次

専任教員等の配置
備　　　　考

単位数

専門基礎セミナーａ 2前 2
3
11

4
5

3
4
3

当初予定教員の退職による変更(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

専門基礎セミナーｂ 2後 2
3
11

4
5

3
4
3

当初予定教員の退職による変更(27)
クラス当たりの適正人数の考慮等による担当者減(27)

当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

専門セミナーⅠａ 3前 2
21
19

9
11

6
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

専門セミナーⅠｂ 3後 2
21
19

9
11

6
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

専門セミナーⅡａ 4前 2
21
19

9
11

6
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

専門セミナーⅡｂ（卒業研究を含む） 4後 2
21
19

9
11

6
当初予定教員の就任辞退、昇任による職位変更
による一部計画変更(26)

学
部
・
学
科
科
目

　　　・　「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

      ・　兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。
　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，
　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

セ
ミ
ナ
ー

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　　で，前年度報告時（平成２７年度に受理された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

（注）・　認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記載してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

9



計 必　修 選　択 自　由 計

227科目 20科目 207科目 0科目 227科目

[　0　] [　0  ] [　0　] [　0  ]

番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周
　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

授業科目名

　該当なし

　　 該当なし

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

未開講科目と廃止科目の計

設置時の計画の授業科目数の計
＝ 0

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に届出時の計画からの増減を

      ・資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。

授業科目名

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　記入してください。（記入例 ： １科目減の場合 ： △１）

未開講の理由，代替措置の有無

（２） 授業科目数

（３） 未開講科目

選　択 自　由必　修

　該当なし

0科目207科目

備　　考
設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

20科目
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３ 施設・設備の整備状況、経費 

 

 



備考

外国語電子ジャーナルの増加
(26)

大学全体(大阪国際大
学短期大学部分含む)

事務共用スペース等への変更
により面積等縮小(26)

グラウンド用途見直しに
伴う変更(27)

1年次は入学金280千円
含む

大阪国際大学短期大学
部と共用

１号館登記面積確定に伴
う変更(27)

大阪国際大学短期大学
部と共用

教室用途見直しに伴う変
更(27)

機械・器具・標本につ
いては、大学全体(大
阪国際大学短期大学部
分含む）

機械・器具については、
１号館建設に伴う変更
(27)(100[63])

  (44〔2〕)
（3,565）

25,000
22,000

         7

(22,000) (      7)

情報処理学習施設

大阪国際大学短期大学
部と共用

境界確定に伴う変更(27)

2,427.58㎡
51,638.09㎡
51,793.41㎡

共用する他の
学校等の専用

計

9,943.88㎡ 1,959.13㎡ 36,584.04㎡

56,881.98㎡
56,826.15㎡

28,591.48㎡
28,746.80㎡

990千円

(１) 区　　 分

100[63]
  44〔2〕

3,565

(69,893〔20,874〕)
(178〔91〕)
(122〔30〕)

語学学習施設

66,825.86㎡
66,770.03㎡

大学全体(大阪国際大
学短期大学部分含む)

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，

完成年度

学生納付金以外の維持方法の概要

点

　該当無し

点

40 室

66,825.86㎡
66,770.03㎡

1,959.13㎡
93,466.02㎡
93,410.19㎡

新設学部等の名称 室　　　　　　数

（41,646.71㎡）（19,434.10㎡）

93,466.02㎡
93,410.19㎡

計

1,959.13㎡

（19,785.03㎡）

56,881.98㎡
56,826.15㎡

0㎡

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用

(２) 校　　　　　舎

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

専　　　用

20,619.03㎡

0㎡

（2,427.58㎡）

（3,565）

閲 覧 座 席 数

(178〔91〕)
(122〔30〕)

(100[63])
  (44〔2〕)

7室

実験実習室

2室

8室
15室

３　施設・設備の整備状況，経費

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

24,681.03㎡

小　　　計 24,681.03㎡

24,681.03㎡

区　　　　　分

990千円 990千円

収 納 可 能 冊 数

面　　　　　積

第６年次

5,000千円

第４年次 第５年次

8,000千円

体育館以外のスポーツ施設の概要
(７) 体　　育　　館

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

―　千円

教員１人当り研究費等

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,270千円 ―　千円

 3,023.77㎡

図書購入費333千円 7,500千円333千円 7,500千円

ﾌﾟｰﾙ 1面、ﾃﾆｽｺｰﾄ 2  4 面、ﾌｨｯﾄﾈｽﾙｰﾑ 3室、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 1室

区　　　　分 開設年度

経費
の見
積り

区　　分 開設年度

7,500千円

完成年度

5,000千円設備購入費 5,000千円共 同 研 究 費 等 8,000千円

視聴覚資料

（補助職員　　8人）

機械・器具

（補助職員　　2人）

標　　本
電子ジャーナル

グローバルビジネス学部　グローバルビジネス学科

3室

グローバルビジネス学部
グローバルビジネス学科

69,893〔20,874〕

演　習　室

学術雑誌

冊

(４) 専任教員研究室

図　　書

178〔91〕
122〔30〕

　

〔うち外国書〕

(３) 教　　室　　等

講　義　室

66室
60室

図
書
・
設
備

(５)

計

〔うち外国書〕

運動場用地

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

0㎡ 0㎡ 0㎡そ　の　他

合　　　計

0㎡

新設学部等
の名称

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」
　　　　を併せて提出してください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。
　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２７年５月１日現在の数値を記入してください。
　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その
　　　　理由及び報告年度「（27）」を「備考」に赤字で記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

(８)

100[63]
  44〔2〕

533席
522席

面　　　　　積

(69,893〔20,874〕)

178〔91〕
122〔30〕

開設前年度

2,860.00㎡
3,642.00㎡

208,000冊
255,000冊

点

(６) 図　　書　　館

〔うち外国書〕

3,565
25,000
22,000

      7

(22,000) (      7)

69,893〔20,874〕

種
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４ 既設大学等の状況 

 

 



備　　考

平成26年より
学生募集停止

平成26年より
学生募集停止

平成26年より
学生募集停止

平成26年より
学生募集停止

平成27年より
学生募集停止

平成20年より
学生募集停止

平成26年より
学生募集停止

平成26年より
学生募集停止

備　　考

平成27年より
入学定員変更

平成27年より
入学定員変更

同上

同上

―

―

学士
(国際教養学)

学士
(国際教養学)

1.30

0.90

平成
27年度

平成
27年度

国際教養学部
　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

　国際観光学科

4

4

70

70

（経済学）

600
学士

（経営学）
0.35

―
修士

（法学）
―

博士
(経営情報学)

0.119

同上

　国際政経専攻
　　　　（修士課程）

2 ― ― ―
平成

10年度
同上

平成
10年度

総合社会科学研究科
　法学専攻
　　　　（修士課程）

2 ― ―

―

70

70

人

―

修士
（政治学）

0.39
平成
5年度

同上

　経営情報学専攻
　　（博士後期課程）

経営情報学研究科
　経営情報学専攻
　　　　（修士課程）

2 15 ―

―

編入学
定　員

―

３年次
15

―

大 学 の 名 称 　大阪国際大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

修業
年限

4

―

学位又
は称号

平均入学定
員

超過率

―

開設
年度

―

3 3

平成
26年度

4

大阪府守口市藤田町
6丁目21番57号

倍

―
学士

（経営学）
平成

20年度
―

年次
人

年 人

―

―

4 300

年

大 学 の 名 称

―
平成
7年度

同上

―

入学
定員

―
平成

20年度

学士
(社会情報学)

平成
14年度

―

―

ビジネス学部
　経営デザイン学科

既設学部等の名称

学士
（社会科学）

平成
20年度

30

収容
定員

平成
14年度

学士
（人間科学）

学士
（人間科学）

平成
14年度

―

430

学士
（経済学）

学士
（人間科学）

0.66

　経済ファイナンス学科 4 ―

430 0.73

510

３年次
15

4

―
学士

（国際ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ学）

―

4

３年次
15

4 100

平成
19年度

―

　スポーツ行動学科

4 ―
国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学部
　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

修士
(経営情報学)

　大阪国際大学短期大学部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法政経学部
　法政経学科

4

既設学部等の名称
修業
年限

編入学
定　員

収容
定員

入学
定員

―
学士

（社会科学）
（政治学）
（経済学）
（法学）

―

0.95
昭和

51年度

所　在　地

人

平均入学定
員

超過率

開設
年度

学位又
は称号

倍

330
短期大学士

(幼児教育学)

人 年次
人

ライフデザイン総合学科 2 140 ―

幼児保育学科 2 150 ―

340

大阪府守口市藤田町
6丁目21番57号

短期大学士
(栄養学)

(総合人間学)

0.73
平成

20年度
同上

同上

同上
平成

20年度

　人間健康科学科

　法律政策学科

120
人間科学部
　心理ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

100

大阪府枚方市杉
3丁目50番1号

―

所　在　地

大阪府枚方市杉
3丁目50番1号

平成
4年度

4 ―

４　既設大学等の状況

0.92

現代社会学部
　情報デザイン学科

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ学部
  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ学科

同上

大阪府守口市藤田町
6丁目21番57号

同上

同上

同上
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　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　平成２７年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，
　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。
　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。
　　　・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている
　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。
　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上
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５ 教員組織の状況 

 

 



経営学原理

スタディアブロードⅠ

スタディアブロードⅡ

スタディアブロードⅢ

ボランティア活動

会計学入門
財務管理論
予算管理論

ビジネスゲーム論
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

コンテンツビジネス論
情報産業論

デジタルコンテンツ
エンターテイメントコンテンツ制作

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

統計学入門
コンピュータの活用Ⅱ

（Excelによる統計処理）

情報と社会
経営科学

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

ヒトとコトバの世界
英語Ⅰ
英語Ⅱ

日本語Ⅰａ（文字と語彙）
日本語Ⅰｂ（文字と語彙）

日本語Ⅱａ
（文章解釈の技法と文法）

日本語Ⅱｂ
（文章解釈の技法と文法）

金融論 金融論
マクロ経済学 マクロ経済学
計量経済学 計量経済学
国際経済論 国際経済論
国際金融論 国際金融論

専門基礎セミナーａ 専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ 専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ 専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ 専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ 専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ 専門セミナーⅡｂ

コンピュータの活用Ⅲ
（マルチメディア）

コンピュータネットワーク
モバイルアプリ開発演習

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

人的資源管理
日中ビジネス論

国際経営論
国際事情 ※

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

講　師 小笠原　智　子 平成27年4月
日本語Ⅰａ（文字と語彙）
日本語Ⅰｂ（文字と語彙）

５　教員組織の状況

＜グローバルビジネス学部　グローバルビジネス学科＞

教　授 植  松  康  祐 平成26年4月

専 教　授 塩　谷　雅　弘

専 市  川  直  樹 平成26年4月

専 教　授 浦　上　準之助 平成26年4月

平成26年4月

専

専 教　授 稲　泉　綾　二 平成26年4月

職位

教　授

教　授
(学部長)

奥  林  康  司 平成26年4月

氏名

（１） 担当教員表

専

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名

平成25年9月
塩谷雅弘教授辞任のため、
平成26年4月より担当者の変更(26)

平成26年4月 専 講　師 十　河　丈　晴

「情報と社会」については、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(27)

平成26年4月

「日本語Ⅰａ」、「日本語Ⅰｂ」につ
いては、他の兼任教員が担当(27)

「日本語Ⅰａ」、「日本語Ⅰｂ」につ
いては、適正人数を考慮し、クラス数
を減じたため担当減(26)

兼任

専 教　授 何     成  業 平成26年4月

専 岡　本　容　典教　授

担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

経営戦略論
経営工学

経営情報論 兼任 講　師 経営情報論

専任 教　授 平成27年4月 海外事情研修

専任 准教授 平成27年4月 海外事情研修

専任 講　師 平成27年4月 海外事情研修

兼担 准教授 平成27年4月 海外事情研修

兼任 講　師 平成27年4月 海外事情研修

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

健康とスポーツ
健康科学

日本の伝統文化 
人間工学

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

現代の国際社会
国際関係史
国際政治学

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

日本の伝統文化 
会計学入門
簿記原理

財務会計論
ＮＰＯ会計
国際会計論

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

ＩＴの基礎
プログラミング演習

Ｗｅｂプログラミング演習
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

法学入門
民法総論
物権法
契約法

裁判手続法
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

コンピュータの活用Ⅳ
（データベース）

生産管理論
ビジネスゲーム演習

国際事情 ※
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

海外事情研修

石　川　高　行

山  本  明  志

横　山　　　誠

吉　池　　　淳

植  松  康  祐

教　授 古  殿  幸  雄

佐  藤  智  明

谷　口　るり子

平成26年4月

平成26年4月

専 平成26年4月

平成26年4月

平成27年3月
古殿幸雄教授退職(27)

古  殿  幸  雄 平成27年4月
「経営情報論」は兼任講師として担当
(27)

「海外事情研修」は他の専任教員が担
当するとともに、教育効果の観点から
担当教員を追加(27)

「経営戦略論」、「経営工学」は担当
者未定(27)

専 教　授 瀬　島　　　誠

専 教　授 高  橋  泰  代

専 教　授

平成26年4月

平成26年4月

「フレッシュマンセミナーａ」、「フ
レッシュマンセミナーｂ」について
は、適正人数を考慮し、クラス数を減
じたため担当減(26)

専 教　授 中　山　実　郎 平成26年4月

専 教　授

専 教　授 韓　　　尚　秀

セミナーについては、適正人数を考慮
し、クラス数を減じ担当減(27)
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

マーケティング入門
マーケティング論

販売管理論
流通科学 マーケティング入門

専門基礎セミナーａ マーケティング論
専門基礎セミナーｂ 販売管理論
専門セミナーⅠａ 流通科学
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

情報と社会
情報学入門

ビジネスシステムのしくみ
先端情報技術

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

フランス語Ⅱ（中級）
現代の世界経済

西洋経済史
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

ミクロ経済学
公共経済学

公共政策入門
フィールド・リサーチ
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

社会学
宗教学

日本思想
日本と世界の宗教

社会調査法
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

商取引法
会社法

金融商品取引法
国際取引法

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）
コンピュータの活用Ⅱ

（Excelによる統計処理）
情報の科学

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

情報数学
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

くらしの中の憲法
憲法

知的財産権
行政法

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

情報の科学
ビジネスシステム論理デザイン

ビジネスデータベース演習
Ｗｅｂデザイン入門

Ｗｅｂシステム開発演習
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

堀  田  隆  司 平成26年4月

平成26年4月

平成26年4月

平成26年4月

専 教　授 日  野  隆  生

平成26年4月専 教　授 福　田　真規夫

専 教　授

平成27年4月

平成27年3月
日野隆生教授退職(27)

兼担として就任予定であった石井康夫
教授が専任として就任(27)

セミナーについては、適正人数を考慮
し、クラス数を減じ担当減(27)

平成26年4月 専 教　授 石　井　康　夫

専 教　授 堀          要

専 教　授 三  木     英

平成26年4月

専 准教授 安　達　康　生 平成26年4月

専 教　授 吉　田　夏　彦

専 准教授 安　保　克　也

専 准教授 石　川　高　行 平成26年4月
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

経済学入門 経済学入門
会計学入門 会計学入門

財政学 財政学
税法 税法

国際税務論 国際税務論
フレッシュマンセミナーａ フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ 専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ 専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ 専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ 専門セミナーⅡｂ

コンピュータの活用Ⅳ
（データベース）

情報と社会
ビジネスデータベース論

情報デザイン論
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

経済学入門
証券市場論

ファイナンシャル・プランニング

資金運用論
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

経営学入門
ビジネスシステム設計演習

ビジネスゲーム演習
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

公共経営論
地方行政論
地域政策論

フィールド・リサーチ
専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

現代社会と女性
国際社会の法と人権

国際法
国際ジェンダー論

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ
オーラルイングリッシュⅢ
オーラルイングリッシュⅣ

リスニングⅠ
リスニングⅡ

ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

日本の近現代史
経営史

現代の日本経済
日本経済史

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

増　井　隆　彦

木村准教授の後任として、
平成27年4月より、増井隆彦専任講師が
就任(27)

平成26年3月
木村吉孝准教授辞任(26)

「経済学入門」、「会計学入門」は他
に担当教員が各２名いるため、また、
「フレッシュマンセミナーａ」、「フ
レッシュマンセミナーｂ」は適正人数
を考慮しクラス数を減じたため、支障
はない。(26)

担当未定科目については、後任教員の
採用等、対応検討中(26)

平成26年4月

平成26年4月 平成27年4月

教　授

専 講　師

専 准教授 下　條　善　史 平成26年4月

専 准教授 木　村　吉　孝

専 准教授 谷　口　真由美

専 准教授 外　島　健　嗣

専 准教授 田  窪  美  葉 教　授

平成26年4月

専 准教授 田　中　　　優

平成26年4月

Stephen Hattingh

「経営学入門」については、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(27)

准教授⇒教授へ職位変更(26)

平成26年4月

平成26年4月

専 准教授 東  野  裕  人

専 准教授

平成26年4月

「情報と社会」については、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(27)

准教授⇒教授へ職位変更(26)
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

数学の基礎
地球の科学

コンピュータ基礎演習
情報の科学

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ
オーラルイングリッシュⅢ
オーラルイングリッシュⅣ
オーラルイングリッシュⅤ
オーラルイングリッシュⅥ
エッセンシャルグラマーⅠ
エッセンシャルグラマーⅡ
フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

経営分析
生産管理論
簿記実務

原価計算論
管理会計論
原価管理論

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

経済学入門
計量経済学入門

環境経済学
地域経済論

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

インターンシップⅠ
インターンシップⅡ

経営学入門
プロジェクト管理

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ 兼任 講　師
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ 兼任 講　師

ビジネスプレゼンテーション

広告デザイン論
広告デザイン演習

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

東アジアの民族と文化
東アジアの歴史と社会

東南アジアの民族と文化
東南アジアの歴史と社会

専門基礎セミナーａ
専門基礎セミナーｂ
専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

経営学入門
経営管理論
経営組織論
組織行動論

フレッシュマンセミナーａ
フレッシュマンセミナーｂ

専門セミナーⅠａ
専門セミナーⅠｂ
専門セミナーⅡａ
専門セミナーⅡｂ

マーケティング入門
企業統治論
経営倫理

市場調査論

マーケティング入門
企業統治論
経営倫理

市場調査論

専任 教　授 石　井　康　夫

インターンシップⅠ
インターンシップⅡ

インターンシップⅠ
インターンシップⅡ

企業統治論
経営倫理

市場調査論

平成26年4月

専 准教授 Colin G.Rogers

平成26年4月

平成26年4月

講師⇒准教授へ職位変更(26)

教　授

准教授

専 准教授 矢　島　　　彰

専 講　師 安　高　真一郎

「情報の科学」については、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(27)

准教授⇒教授へ職位変更(26)

平成26年4月

平成26年4月

近  藤  浩  章
教育効果の観点から担当教員を追加
(27)

専 講　師 村  井  康  真

平成26年4月

小　藪　　　康

平成27年4月

平成27年4月

専 講　師 長谷川　良　二

専 講　師 山  本  明  志

専 講　師

専 講　師 森　友　令　子 平成26年4月

李          超 平成26年4月

石　井　康　夫

兼任 講　師 石　井　康　夫

兼担 教　授

平成29年4月

平成27年3月
日野隆生教授の退職に伴い、兼担とし
て就任予定であった石井康夫教授が
平成27年4月より専任として就任(27)

平成27年4月

平成26年10月

「オーラルイングリッシュⅢ」、
「オーラルイングリッシュⅣ」につい
ては、適正人数を考慮し、クラス数を
減じたため担当減(27)
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

マーケティング入門
ビジネスケーススタディ

ＩＴマーケティング
ｅ－ビジネス論

法学入門
地方自治法

人間の生と死

生活の中の化学

アメリカの民族と文化

日本の伝統文化 

心理学

日本語Ⅴａ
（読書とリスニング・ラン）

日本語Ⅴｂ
（読書とリスニング・ラン）

日本語Ⅲａ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅲａ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅲｂ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅲｂ
（聴解とコミュニケーション）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

キャリアデザインⅢ
（社会生活の基礎）

キャリアデザインⅢ
（社会生活の基礎）

東アジアの政治と経済

東南アジアの政治と経済

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

ゲーム理論 専任 講　師

経済政策

平成27年4月 ゲーム理論

平成27年4月

今井講師辞任による担当教員の変更
(27)

十　河　丈　晴 より適任の専任教員の担当に変更(27)

那　波　理　絵

兼任 講　師 高　山　美　枝

平成26年4月
キャリアデザインⅠ

（自己の探究）
講　師 高　山　美　枝

アメリカの民族と文化

兼任 講　師

平成27年10月

平成26年4月 平成27年4月

池宮講師辞任による担当教員の変更
(27)

平成26年4月

平成27年10月徳　永　由紀子

講　師

宇　野　伸　孝

平成26年4月

平成26年4月

平成27年10月

兼任 講　師 岩　田　慎太郎

兼任 講　師

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

兼任 今　井　秀　司

平成27年10月兼任 講　師 入　江　寿　大

兼担

兼任 講　師 池　宮　由　紀

兼任 講　師

兼担 講　師 木　村　真　人

兼担 教　授 兼任 講　師 佐々木　葉　月

柴　嵜　雅　子 平成28年4月

平成27年4月

法学入門

兼担 教　授 下　野　辰　久

兼担 教　授

教　授

平成27年10月

マーケティング入門

兼任 講　師

兼担 教　授

石　川　康　恵

兼担 准教授 村　田　隆　志

兼任 講　師

井　上　市　郎

井　上　市　郎

平成27年4月奥　　　正　嗣

平成26年4月

平成26年10月

奥　　　正　嗣

平成27年4月

兼任 就任辞退により担当者を変更(26)

平成26年10月

「マーケティング入門」については、
適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当減(27)

徳永兼担教授辞任による担当教員の変
更(27)

20



職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

ドイツ語Ⅰ（初級）

ドイツ語Ⅱ（中級）

コンピュータ基礎演習 コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

日本と世界の今日的課題

アメリカの政治と経済

中国語Ⅰ（初級）

中国語Ⅱ（中級）

日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現）

コンピュータ基礎演習 コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

日本語Ⅱａ
（文章解釈の技法と文法）

日本語Ⅱｂ
（文章解釈の技法と文法）

コンピュータの活用Ⅲ
（マルチメディア）

情報学入門

日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現）

就任辞退により担当者を変更(26)

英語Ⅰ
英語Ⅱ
英語Ⅲ
英語Ⅳ

リスニングⅠ
リスニングⅡ

兼任 講　師 平成27年4月

旅行英語
時事英語

コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

川上講師辞任による担当教員の変更
(27)

「英語Ⅲ」、「英語Ⅳ」、「リスニン
グⅠ」、「リスニングⅡ」は、適正人
数を考慮し、クラス数を減じたため担
当減(27)

「英語Ⅰ」、「英語Ⅱ」は、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(26)

「キャリアデザインⅡ」は、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(26)

「コンピュータ基礎演習」、「コン
ピュータの活用Ⅰ」は、適正人数を考
慮し、クラス数を減じたため担当減
(27)

就任辞退により担当者を変更(26)

「キャリアデザインⅠ」は、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(27)

兼任 講　師 岡　尾　将　秀 平成26年4月

講　師 川　上　　　聰 平成26年4月兼任

兼任 講　師 亀　田　峻　宣 平成26年4月

平成26年4月兼任 講　師 鎌　倉　祥太郎

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

兼任 講　師 小　田　淳　子 平成26年4月

兼任 講　師 長　田　靖　宏

兼任 講　師 岡　本　真　奈 就任辞退により担当者を変更(26)平成26年4月

平成26年10月

兼任 小笠原　智　子講　師

平成28年10月

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

平成26年4月

平成26年4月

平成26年4月

兼任 講　師 岡　上　路　子 平成26年4月

兼任 講　師 大　矢　吉　之

大　畑　摂　子 就任辞退により担当者を変更(26)

平成26年4月

平成26年4月兼任 枝　　　富喜夫

Sven M. Ehrlich講　師

兼任 講　師

兼任

ライティングⅠ
ライティングⅡ

ライティングⅠ
ライティングⅡ

兼任 講　師 藤　居　大　樹

講　師

亀田講師の後任の前田講師辞任による
担当削除(27)

木　村　理恵子

小田講師の後任の辻井講師辞任による
担当削除(27)
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

英語Ⅰ
英語Ⅱ
英語Ⅲ
英語Ⅳ

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

英語Ⅲ
英語Ⅳ

リスニングⅠ
リスニングⅡ

経済法

コンピュータ基礎演習

キャリアアップ基礎Ⅲ
（ビジネスのマナーと文書）

兼任 講　師 木　村　陽　一
キャリアアップ基礎Ⅲ

（ビジネスのマナーと文書）

兼任 講　師 平成27年4月 ボランティア論

兼任 講　師 平成27年10月 ボランティア論

日本語Ⅲａ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅲｂ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅳａ
（文章作成の技術）

日本語Ⅳａ
（文章作成の技術）

兼任 講　師
日本語Ⅳｂ

（文章作成の技術）
日本語Ⅳｂ

（文章作成の技術）

簿記原理 簿記原理

簿記実務 簿記実務

ベトナム語Ⅰ（初級）

ベトナム語Ⅱ（中級）

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

日本語Ⅲａ
（聴解とコミュニケーション）

日本語Ⅲａ
（聴解とコミュニケーション）

兼任 講　師 那　波　理　絵
日本語Ⅲｂ

（聴解とコミュニケーション）
日本語Ⅲｂ

（聴解とコミュニケーション）

韓国語Ⅰ（初級）

韓国語Ⅱ（中級）

平成27年4月

当初予定通り担当(27)

「キャリアデザインⅠ」は、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(26)

ボランティア論

立  山  英  展

宇　野　充　洋

教育効果の観点から担当教員を追加
(27)

小林講師辞任による担当教員の変更
(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

齊藤講師辞任による担当教員の変更
(27)

「英語Ⅲ」、「英語Ⅳ」、は、適正人
数を考慮し、クラス数を減じたため担
当減(27)

「英語Ⅰ」、「英語Ⅱ」は、適正人数
を考慮し、クラス数を減じたため担当
減(26)

兼任 講　師 山　本　　　環兼任 講　師

平成26年4月

佐々木講師の後任の吉田講師辞任によ
る担当教員の変更(27)

就任辞退により担当者を変更(26)

平成27年4月

平成26年4月 平成27年4月

平成26年4月

平成27年4月

櫻井講師辞任による担当教員の変更
(27)

品山講師の後任の上羽講師辞任による
担当教員の変更(27)

就任辞退により担当者を変更(26)

兼任 講　師 酒　井　隆　之 平成26年4月

兼任

兼任 講　師 櫻　井　喜久子

佐々木　栄美子

兼任 講　師 小　林　亮　子 平成27年4月

兼任 講　師 齊　藤　　　薫 平成26年10月

島本講師辞任による担当教員の変更
(27)

当初予定通り担当(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

「英語Ⅲ」、「英語Ⅳ」、は、適正人
数を考慮し、クラス数を減じたため担
当減(27)

兼任

兼任 講　師 小　林　美津子 平成26年4月

平成28年4月

兼任 講　師 木　村　陽　一 平成26年4月

講　師 古　賀　大　樹

講　師 木　村　理恵子

兼任

平成27年4月

兼任 講　師 川　﨑　眞理子 平成26年4月

講　師 佐　藤　ﾄｳｲ ｳｴﾝ

平成26年4月

講　師 島　本　英　夫

兼任 講　師 品　山　耕　一

平成27年4月平成26年4月

兼任 講　師 沈　　　玉　均 平成26年4月

兼任

講　師 高　山　美　枝兼任

石　川　康　恵
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現）

人権論

英語Ⅲ
英語Ⅳ

エッセンシャルグラマーⅠ
エッセンシャルグラマーⅡ

より適任の教員に変更(27)
兼任 講　師

時事英語

コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

刑法

キャリアアップ基礎Ⅰ
（数的処理）

キャリアアップ基礎Ⅰ
（数的処理）

より適任の教員に変更(27)

キャリアアップ基礎Ⅱ
（言語）

キャリアアップ基礎Ⅱ
（言語）

日本語Ⅴａ
（読書とリスニング・ラン）

日本語Ⅴｂ
（読書とリスニング・ラン）

キャリアデザインⅠ
（自己の探究）

キャリアデザインⅡ
（企業と仕事）

人間と環境

兼任 講　師 平成27年4月

オーラルイングリッシュⅢ
オーラルイングリッシュⅣ
オーラルイングリッシュⅤ
オーラルイングリッシュⅥ

兼任 講　師 平成27年4月

健康とスポーツ

健康科学

日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現）

コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

Davis講師辞任による担当教員の変更
(27)

兼任 講　師 中　嶋　園　子 平成26年10月

兼任

平成26年4月

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ

ボキャブラリービルディングⅠ
ボキャブラリービルディングⅡ

平成26年4月

講　師 永　岡　　　崇 平成26年4月

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ

兼任 講　師 Jonathan Davis

兼任 講　師 中　尾　泰　史

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

兼任 講　師 鶴　保　謙四郎 平成27年4月

兼任 講　師 津　村　英　二 平成26年4月

兼任 講　師 前　田　　　收 平成27年4月

平成27年4月

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

兼任 講　師 高　山　美　枝

兼任 講　師 田　中　　　潔 平成26年4月

平成27年4月

兼任 講　師 髙　山　佳奈子 平成27年10月

兼任 講　師 髙　橋　真　紀

兼任 講　師 鈴　木　三千代 平成26年4月

兼任

Mark Wilmot 平成27年4月
ライティングⅠ
ライティングⅡ

講　師 鈴　木　常　勝 平成27年4月

平成26年4月

ライティングⅠ
ライティングⅡ

兼任 講　師 白　石　真　生 平成26年4月

Mark Wilmot
ボキャブラリービルディングⅠ
ボキャブラリービルディングⅡ

兼任 講　師 福　西　淑　実

Mark Wilmot

「オーラルイングリッシュⅢ」、
「オーラルイングリッシュⅣ」につい
ては、適正人数を考慮し、クラス数を
減じたため担当減(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

日本語Ⅰａ（文字と語彙） 日本語Ⅰａ（文字と語彙）
兼任 講　師

日本語Ⅰｂ（文字と語彙） 日本語Ⅰｂ（文字と語彙）

世界の地理

日本語Ⅴａ
（読書とリスニング・ラン）

日本語Ⅴｂ
（読書とリスニング・ラン）

スペイン語Ⅰ（初級）

スペイン語Ⅱ（中級）

健康科学

人間学

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ
オーラルイングリッシュⅢ
オーラルイングリッシュⅣ
オーラルイングリッシュⅤ
オーラルイングリッシュⅥ
ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ

英語Ⅰ 英語Ⅰ
英語Ⅱ 英語Ⅱ

英語Ⅲ 英語Ⅲ
英語Ⅳ 英語Ⅳ

エッセンシャルグラマーⅠ エッセンシャルグラマーⅠ
エッセンシャルグラマーⅡ エッセンシャルグラマーⅡ

英語Ⅲ
英語Ⅳ

エッセンシャルグラマーⅠ
エッセンシャルグラマーⅡ

社会保障政策

日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現）

起業家論 起業家論

日本語Ⅰａ（文字と語彙）
日本語Ⅰｂ（文字と語彙）

日本語Ⅱａ
（文章解釈の技法と文法）

日本語Ⅱｂ
（文章解釈の技法と文法）

労働法

畠山講師辞任による担当教員の変更
(27)

兼任 講　師 藤　原　　　健

兼任 講　師 北　條　雅　英 平成28年10月

平成26年4月

講　師 藤　田　智　博 平成26年4月

兼任 講　師 藤　村　佳　子 平成27年10月

兼任

平成27年10月

「英語Ⅲ」、「英語Ⅳ」、「エッセン
シャルグラマーⅠ」、「エッセンシャ
ルグラマーⅡ」は、適正人数を考慮
し、クラス数を減じたため担当減(27)

平成26年4月

兼任 講　師 藤　井　　　功 平成28年4月

兼任 講　師 久　恒　悦　子

講　師

兼任 講　師

兼任 講　師

平成27年4月

兼任

畠　山　利　一 平成26年4月

Jim Hudgens

講　師 能　川　元　一 平成26年4月

平成26年4月

兼任

兼任 講　師 西　田　千　裕 平成26年4月

兼任 講　師 Raul   Nivon 平成26年4月

兼任

西洞院講師辞任による担当削除(27)

教育効果の観点から担当教員を追加
(26)

平成26年4月

講　師 新　家　　　玲 平成26年4月

平成27年4月兼任 講　師 那　波　理　絵

より適任の教員に変更(27)

兼任 講　師 波　江　彰　彦 平成26年4月

健康とスポーツ

平成27年4月

藤村講師就任辞退による担当教員の変
更(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(27)

小　西　琴　絵

小笠原　智　子

「健康とスポーツ」は、適正人数を考
慮し、クラス数を減じたため担当減
(26)

兼任 講　師 金　澤　　　佑

森　　　利　文

兼任 講　師
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

ＮＰＯ論

アメリカの歴史と社会

中国語Ⅰ（初級）

中国語Ⅱ（中級）

日本語Ⅳａ
（文章作成の技術）

日本語Ⅳａ
（文章作成の技術）

日本語Ⅳｂ
（文章作成の技術）

日本語Ⅳｂ
（文章作成の技術）

コンピュータ基礎演習

コンピュータの活用Ⅰ
（Excelの関数活用）

簿記原理 簿記原理

簿記実務 簿記実務

英語Ⅰ

英語Ⅱ

日本語表現Ⅰ（文章表現） 日本語表現Ⅰ（文章表現）

日本語表現Ⅱ（口頭表現） 日本語表現Ⅱ（口頭表現）

フランス語Ⅰ（初級） フランス語Ⅰ（初級）

文化人類学

異文化コミュニケーション論

日本語Ⅳａ
（文章作成の技術）

日本語Ⅳｂ
（文章作成の技術）

オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ
オーラルイングリッシュⅢ
オーラルイングリッシュⅣ

より適任の教員に変更(27)

ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ

平成26年4月

平成26年4月

平成26年10月

兼任 講　師 James D. Russell

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

兼任 講　師 山　本　勇　次

兼任 講　師 山　本　幸　枝

屋葺講師辞任による担当教員の変更
(27)

兼任 講　師 山　本　正　二 平成26年4月

兼任

平成26年4月 就任辞退により担当者を変更(26)兼任 講　師

平成26年4月

平成26年4月

講　師 屋　葺　素　子 平成27年4月平成26年4月 兼任 講　師 弓　谷　　　葵

「コンピュータ基礎演習」、「コン
ピュータの活用Ⅰ」は、適正人数を考
慮し、クラス数を減じたため担当減
(27)

平成27年4月兼任 講　師 馬　渕　要　至

馬渕講師の後任の吉田講師辞任による
担当教員の変更(27)

就任辞退により担当者を変更(26)

兼任 講　師 宮　永　千恵子

兼任 講　師 松　永　順　子 平成26年4月

兼任 新　家　　　玲講　師 松　田　三智子 平成27年4月平成26年4月

松田講師辞任による担当教員の変更
(27)

兼任 講　師

兼任 講　師 松　浦　宏　之

兼任 講　師 松　岡　依　文 平成26年4月

平成28年4月

講　師 前　川　京　子 平成26年4月

兼任 講　師 増　田　知　也 平成28年10月

兼任

講　師 高　山　美　枝

岡　村　雅　史

兼任

平成26年4月

当初予定通り担当(27)

適正人数を考慮し、クラス数を減じた
ため担当削除(26)

兼任
オーラルイングリッシュⅠ
オーラルイングリッシュⅡ

教育効果の観点から担当教員を追加
(26)

講　師 Mark Wilmot

リスニングⅠ
リスニングⅡ

兼任 講　師 Mark Wilmot 平成27年4月
リスニングⅠ
リスニングⅡ
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職位氏名

専任・
兼担・
兼任
の別

職位 就任予定年月 担当授業科目名 就任予定年月

専任・
兼担・
兼任
の別

氏名 担当授業科目名

設 置 時 の 計 画 変　更　状　況

備　　　　考

ヨーロッパの民族と文化
ヨーロッパの歴史と社会
ヨーロッパの政治と経済

兼任 講　師 鷲　田　睦　朗 平成27年4月

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。
　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。
　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２７年５月１日現在の満年齢
　　　　を記入してください。

（注）・　申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に
　　　　所属している場合は，〈○○学部　△△学科〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度
　　　　（　）書き等のみを記入してください。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定
　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任
　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，
　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，
　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。
　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画
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定年規定の
定める
定年年齢

定年を延長
している
教員数

定年規定の
定める
定年年齢

定年を延長
している
教員数

　　１　後任教員を採用することとしたので、学生の履修等に影響はない。（26）

　　２　当初担当予定であった初年度開講科目については、複数の専任教員が担当する科目であるため、学生の履修等に影響はない。
　 　　 2年次以降の担当予定科目については、後任教員の採用あるいは他の専任教員担当により対応する。（26）

　  上記のとおり、学生の履修等に影響はないため、学生への周知については特に行っていない。(26)(27)

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　　したため、学生の履修等に影響はない。(27)

他大学に就任することとなり、就任辞退となった。（26）

他大学に就任することとなり、就任辞退となった。（26）

    ３　担当予定であった2年次までの開講科目については、当該教員が兼任講師として担当するほか、他の専任教員等が担当することと
　　　　するため、学生の履修等に影響はない。3年次以降の担当予定科目については、兼任講師の採用あるいは他の専任教員担当に
　　　　より対応する。(27)

    ４　担当予定であった開講科目については、当初、同分野の「兼担」として予定していた教員を専任教員として配置、担当することと

１

２

教授

准教授

塩谷雅弘

木村吉孝

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任（就任辞退
　　　　　を含む）等の理由」に辞任理由等および（）書きで報告年度を記入してください。

他大学に就任することとなり、就任辞退となった。（27）

（注）・　専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

　　　・「年齢構成（前年度の状況）」については，報告書提出の前年度の状況を記載してください。今年度初めて報告書を提出する
　　　　場合は記入不要ですので，「－」を記入してください。

教授 古殿幸雄

　　　・なお，職位等によって定年年齢が異なる場合には，職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入
　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

辞任（就任辞退を含む）等の理由

他大学に就任することとなり、就任辞退となった。（27）

番　号

3940 22 106 0

( 21 ) ( 13 )

教　授

年齢構成（前年度の状況）

63
        歳

1
        名

［　△3］ ［ ＋1 ］

21 13

教　授 准教授 講　師 助　教 講　師 助　教 計

［　0　］

准教授

(  6　) (  0　)

（３） 専任教員辞任等の理由

（２） 専任教員数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況 年　齢　構　成

計

0

［  △1］(  40　) ［　＋1］

職　位 専任教員氏名

　　　　教員数を記入してください。

　　　・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），
　　　　および，平成２７年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

63
　　　　歳

1
　　　　名

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

４ 教授 日野隆生

３

7
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６ 留意事項等に対する履行状況等 

 

 



区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

　単位認定方法・手続きに関して、学内
機関決定を経て、平成27年5月までに文書
化する。
　平成27年度派遣学生(9月実施分)に対し
事前に周知し、留学アドバイザーより留
学前からの指導・助言をして行く。(27)

　平成28年度入試に係る募集要項におい
て、表記を改める。(27)

　併設校を設置している他大学の事例も
参考に改善していく。(27)

改善意見

　スタディアブロード(短期海外研修)と
協定校への交換留学(中長期留学)の区分
けを明確にし、研修及び留学を一表に纏
め、学生に対して分かりやすくなるよう
に改善した。
【資料①】

　海外留学に関する年間スケジュールを
作成し、学生に留学準備～帰国までの予
定が分かるように工夫した。
【資料②】

　留学先に於いて教育の体系性を維持す
るために、本学教員が留学アドバイザー
となり留学先での履修指導を行い、学生
が留学先に於いて科目登録する際の指導
を行うことを文書化すべく内容を検討し
た。
【資料③】

　併せて単位認定方法、単位認定手続き
に関しても、留学募集に於いて学生に分
かるように文書化すべく内容を検討し
た。(27)

 1.中長期留学の単位の読
 替えについては、その都
 度学内の委員会にかけて
 検討している状態である
 が、留学先でどのような
 専門科目が開講され履修
 が可能であるのか、本学
 科の教育課程の体系性を
 維持できる学修が留学先
 において可能であるの
 か、学生には明示されて
 おらず、学生にとって教
 育の質が担保された留学
 となるか懸念される。今
 後海外留学をより促進し
 ていく状況にあるため、
 早急に単位の読替えを含
 めた教育課程の体系性が
 維持できるような留学の
 体制を整備すること。
　(グローバルビジネス学部）

６　留意事項等に対する履行状況等

 2.併設校からの内部推薦
 など募集要項に記載され
 ていない入試区分が存在
 しており、学生の誤解を
 招く恐れがあるため、大
 学入学者選抜実施要項も
 踏まえて、募集要項の表
 記を改めること。
 （グローバルビジネス学部）

設置計画履行状況
調     査     時

（平成27年2月）

是正意見

設　　置　　 時

(平成26年4月）
「該当なし」 「該当なし」

留　意　事　項　等

「該当なし」
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項　等

改善意見  未履行事項は特になし。(27)

① 学長のリーダーシップの下、教室内に
おいては、教育改善プロジェクトを全学
的に展開し、学修がしやすい教育環境を
整えている。
② グローバルビジネス学部の教育内容や
出口保障が十分には理解されなかったこ
とを踏まえ、入学してきた学生のアン
ケート調査を参考にしながら、高校生目
線で解りやすい4コースにまとめ直す。
③ 地方の受験生募集(高知、島根、鳥
取、沖縄等)に力を注ぎ、新市場を開拓す
る。
④ 留学生の中でも中国以外の、例えば、
インドネシア、マレーシア、ベトナム、
タイ、インドなど、漢字語圏以外の留学
生の募集を強化し、グローバルな雰囲気
をキャンパス内に広げる。
⑤ 新1号館のラーニングコモンズにおい
て、English Islandを設け、だれでも自
由に英語が学習できる場を提供する。こ
れも、グローバル人材育成の学長のリー
ダーシップに基づくものである。
⑥ 新1号館の中では、小人数グループに
よるアクティブ・ラーニング用の机を配
置すると同時に、課外活動としては、
「ひと、まち、つくる」プロジェクトな
どのPBL活動を展開する。これらは双方向
学修の実践を容易にするものである。
(27)

　グローバルビジネス学部開設予定の前
年において、高校への説明会や受験相談
会などでは、当学部のアドミッションポ
リシー、ディプロマポリシー等を説明し
た。しかし、旧学部の受験者層に新学部
の内容や新しさを十分には伝えることが
できなかった。
　新学部が開設された平成26年度は、グ
ローバル人材を育成するという学長の基
本方針のもとに、第1期生を対象に新しい
教育方法を実践し、かなりの効果をあげ
えた。
① 全学生にタブレット端末を配布し、基
礎学力から鍛えなおすことを実施した。
その実践を通じて教員と学生の距離が近
くなると共に学力アップにつながった。
② 初年次からキャリア教育を強化すると
いう大学の基本方針のもと、基礎学力の
向上を測定することも意図して、就職試
験に使われるSPI模試を導入した。その結
果、第1期生全体で、模試の平均点が前期
と後期では3ポイント向上した。
③ 学長方針に基づく「グローバルな教
育」の飛躍的向上をめざし、英検2級の合
格を受験資格とするインテンシブ・コー
スの特待生11名を受け入れた。この特待
生コースの学生は、ネイティブ教員の指
導の下、TOEFL iBT 60～80点になるまで
英語力を向上させた。2年次後期には協定
校への半年以上の留学を可能にしてい
る。
④ 高大連携を強化し、高大一貫した人材
育成体制を確立するという基本方針の
下、平成26年度には教育協定高校を23校
に増やし、それらの高校に対する出前講
義や教育プログラムを実施するなど、高
大連携を強化している。

　これらの1年間の教育成果を高校訪問で
説明することにより、募集の増加を目指
した。しかし、平成27年度の急激な募集
増加には至らなかった。ただ、昨年の入
学者以上の合格者を発表できたことは、
改善の兆候ととらえている。(27)

改善意見

　現行制度は、「当該科目に係る学修時
間（授業等)は充足しているが、単位認定
試験の結果不合格となった学生に対し、
授業時間割の重複による同時限登録を認
める」というものであり、学生が4年間の
履修計画を進めるうえでの教育的配慮か
ら設定した制度である。しかしながら、
現行制度について改めて検討した結果、
指摘のとおり、大学設置基準に定める単
位授与の在り方に対する誤謬があったも
のと認識し、履修規程の改正を行うこと
により現行の再受験科目の制度を撤廃す
ることとした。
(平成27年4月1日施行により履修規程を改
正し、平成26年度入学生を含めて対応す
る。)(27)

 4.履修規程において、不
 合格となった科目につい
 ては４年次で授業を受け
 ず再試験だけを受けて合
 格すれば単位取得が可能
 となっていることから、
 大学設置基準第２７条を
 踏まえた本来の単位授与
 の在り方に鑑みて、再試
 験の在り方について検討
 すること。
 （グローバルビジネス学部）

設置計画履行状況
調     査     時

（平成27年2月）

 
 3.初年度から大幅な定員
 未充足であることから、
 その原因を分析したうえ
 で、説明会等の回数を増
 やすだけでなく、分析結
 果を活かした学生確保の
 取組を行うこと。
 （グローバルビジネス学部）
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項　等

 5.ＣＡＰ制を導入してい
 るものの４年次は履修登
 録の上限を設けていない
 ことから、教育の質保証
 の観点から、学生が各年
 次にわたって適切に授業
 科目を履修していること
 を説明し、４年次に履修
 登録上限を設けないこと
 の妥当性について検討す
 ること。
 （グローバルビジネス学部）

改善意見

 未履行事項は特になし。(27) 7.既設学部等（大阪国際
 大学短期大学部ライフデ
 ザイン総合学科）の定員
 充足率が 0.7倍未満とな
 っていることから、学生
 の確保に努めるととも
 に、入学定員の見直しに
 ついて検討すること。

　平成26年度の広報活動を反省・検証し
た上、入学定員が確保できるよう、学
部・学科の周知に努め、積極的な学生募
集活動を学部全体で行うとともに、入学
定員の見直しについても検討していく。
(27)

　単位の実質化、教育の質保証の観点か
らCAP制度の趣旨について改めて検討の結
果、4年次のみ無制限とする現行制度の妥
当性はないとの判断から、1～3年次同様
の履修登録上限を設定し、当該部分にか
かる履修規程を改正した。
(平成27年4月1日施行により履修規程を改
正し、平成27年度以降入学生より適用す
る。)(27)

　平成27年度より入学定員の変更を実施
(200名から140名に)しており、平成27年
度入学者数は124名であったことから、平
均定員充足率は73.5％となった。引き続
き定員充足率の向上に向け一層の努力を
行う。(27)

改善意見

 未履行事項は特になし。(27)

　既に3の改善意見の対応で述べた如く、
全学の基本方針に基づき、多様な教育方
法を実践し、グローバルビジネス学部の
教育成果は確実に出ている。その事実を
より多くの受験生にアピールすることに
より、平成28年度の受験生の増大を十分
に期待しうる。
　今まで枚方キャンパスで教育を受けて
いた1年次生が、平成27年4月より守口
キャンパスに移動し、平成27年度入学生
と合わせて200名強のグローバルビジネス
学部の学生が新しい雰囲気の中で教育を
受けることになる。キャンパス統合によ
り、大阪国際大学の新しいブランドが確
立されることが予測される。
　平成28年度は、学長の強いリーダー
シップの下、募集定員300名の確保を前提
に、更なる募集に努力することにしてい
る。その後の学部の方針については、平
成28年度の募集状況をさらに分析しなが
ら検討する。(27)

改善意見

 6.グローバルビジネス学
 部グローバルビジネス学
 科の定員充足率が0.7倍
 未満となっていることか
 ら、学生の確保に努める
 とともに、入学定員の見
 直しについて検討するこ
 と。

設置計画履行状況
調     査     時

（平成27年2月）

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する
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【資料①】

１．交換留学

研修内容 プログラム名 派遣先 留学期間 単位

交換留学 交換留学
学生交流協定、または学生交
流実施細則を締結している大
学

1学期または2学期
現地での単位に応じて本学で単
位認定

２．スタディーアブロード

研修内容 研修名または研修先 国・地域名
研修日程
（予定）

単位

香港中文大学中国語研修 中国香港 3週間

海外チャレンジ研修 世界20カ国 1～6週間

長栄大学中国語研修 台湾 10日間

海外インターンシップ研修 オーストラリア 3週間

海外ホテルインターンシップ タイ、インドネシア 3～4週間

海外ホテルインターンシップ タイ 3ヶ月間

カンボジアボランティア研修 カンボジア 10日間

インドネシア学生交流 インドネシア 2週間

フェンロ研修 オランダ 10日間

ベトナム学生交流 ベトナム 2週間

シンガポールフィールドトリップ シンガポール 10日間

ドバイ・トルコ文化交流 UAE、トルコ 10日間

ナレースワン大学 タイ 4週間

ハノイ大学 ベトナム 4週間

貿易大学 ベトナム 4週間

ホンバン国際大学 ベトナム 4週間

遼寧師範大学 中国 4週間

東北大学 中国 4週間

上海師範大学天華学院 中国 4週間

東洲大学 韓国 4週間

慶南情報大学 韓国 4週間

長栄大学 台湾 4週間

エルジェス大学 トルコ 3週間

３．海外事情研修

学部・学科 研修名 国・地域名
研修日程
（予定）

単位

グローバルビジネス学部・
ビジネス学部経営デザイン学科

海外事情研修 中国（上海） 3日間

グローバルビジネス学部・
ビジネス学部経済ファイナンス学
科

海外事情研修 中国（香港） 3日間

グローバルビジネス学部・
ビジネス学部・現代社会学部

海外事情研修 韓国 3日間

大阪国際大学
平成27年度海外留学・研修計画

スタディーアブロード2単位

日本語教員アシスタント

海外事情研修　2単位

語学

インターンシップ

フィールドトリップ
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【資料②】

月 年次 TOEFL-iBT

2014(平成26)
4

5

6

7

8

9 上旬　TOEFL-iBTオンラインによる申込み

10 下旬　TOEFL-iBTオンラインによる申込み（遅くとも）

11 下旬　TOEFL-iBT受験

12 下旬  TOEFL-iBT 公式スコア―レポート到着

2015(平成27)
1

2

3

4

5

6

7

8

9

2学期間留学 1学期間留学

留学中 留学中

11 留学中 留学中

12 留学中 留学中

2016(平成28)/1 留学中 留学中

2 留学中
下旬：授業、試験期間終了、帰
国

3 留学中

4 3
下旬：授業、試験期間終了、帰
国

上旬：国際交流センター会議にて派遣選考審議し、所定
手続きをもって決定

交換留学の流れ

大阪国際大学 グローバルビジネス学部入学
オリエンテーションにて海外留学・海外研修の説明

交換留学の流れ

10

中旬：派遣先協定校への願書提出締切

　

上旬：現地大学　入寮、オリエンテーション、授業開始

1

2

下旬：交換留学 学内選考出願（留学希望先の登録）

下旬：交換留学 学内選考実施

入学（受入れ）許可書到着 

 
＜６月下旬～出発まで＞ 

学生の留学と渡航に関する各種手続き開始 
＊入寮手続き 

＊派遣先の履修科目選択（登録） 
＊留学ビザ申請・取得 
＊航空券手配･購入 

＊海外旅行傷害保険加入 
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【資料③】 

 

 

大阪国際大学 海外協定校交換留学における単位認定に関する申し合わせ（案） 

 

 

 

本学の学生が、本学から派遣によって海外の協定校に交換留学した場合の単位認定を次

のように行う。 

  

１．学則の適用 

「大阪国際大学学則」第 41条第 2項の規定を適用し、単位を認定する。 

 

２．単位認定方法 

（1）留学先大学で修得した正規科目の単位数は、本学の単位数に換算することができ

る。 

（2）（1）とは別に、留学先大学において留学生を対象とした科目の中で修得した単位

数は、本学の単位数に換算することができる。 

 

３．単位認定の手続き 

（1）交換留学が決定した後、本学教員が留学アドバイザーとなり、留学先大学のアド

バイザーと調整のうえ、派遣学生の現在の履修状況および留学先大学の授業科目

の難易度などに鑑み、派遣学生に履修指導を行う。 

（2）上記の手続きを経て、派遣学生は留学先大学において履修希望科目の科目登録を

行うことができる。 

（3）留学アドバイザーは、派遣学生の留学中も引き続き履修指導を行い、定期的に学

修状況を確認する。 

（4）留学終了後、成績証明書等に基づき作成された単位認定案について、教授会の意

見を聴き、学長が認定する。 

 

４．適用 

この申し合わせ事項については、平成 27年 月 日から適用する。 
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７ その他全般的事項 

 

 



認　可　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

　該当なし

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。
　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し、それ以外の事柄については
　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（１） 設置計画変更事項等

７　その他全般的事項

<グローバルビジネス学部　グローバルビジネス学科>

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

39



　　○教員相互の授業見学

　ａ　実施内容

　　○平成１５年度から、併設短期大学を含めた全学的な組織として「ＦＤ協議会」を設置

　　○平成１７年から、自己点検運営委員会の下部組織として「ＦＤ専門委員会」（併設短期大学を含む）へ改組

　　○平成１９年７月から、ＦＤ活動の更なる推進のため、各種委員会と同様に、運営協議会の直轄組織として

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　（平成２６年度）

　　○教員相互の授業見学の実施

　　○授業見学に基づく意見交換会の実施

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　（構成員：委員長、大学委員（各学科選出）７名、短大委員（各学科選出）２名、職員１名の計１１名）　　

　　　・「授業についてのアンケート結果」の学生への公開

　　

　　　前期及び後期の授業期間中に、専任及び非常勤教員が前期セミナー科目を除き担当全科目について実施

　　（平成２６年度）

　　○学生による「授業についてのアンケート」実施方法

　　　・教員による「自己申告授業改善報告書」の作成及び報告書に基づく学科単位での「意見交換会」の実施

　　　これに基づき、学科単位で意見交換会を実施（平成27年5月に実施予定）

②　実施状況

　ｂ　実施方法

　　○意見交換会（平成25年度後期授業アンケート結果を受けて平成26年5月に実施）

　　○学生による「授業についてのアンケート」の実施と、結果に対する「自己申告授業改善報告書」の作成

　　○学生による「授業についてのアンケート」

　　○教員相互の授業見学

　　　前期及び後期に、専任教員（非常勤教員は任意）による授業見学を実施

　　○外部講師による講演会

　　○「授業向上マニュアル」の作成

　　○外部講師による研修会の実施

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　※「大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部ＦＤセンター規程」を添付（別紙①参照）

　　○平成２６年　４月～平成２６年１１月　　「ＦＤ委員会」

　　　平成２６年１２月～平成２７年　３月　　「ＦＤセンター会議」

　　　平成26年度後期授業アンケート結果を踏まえて、専任教員が「自己申告授業改善報告書」を作成、

　　○意見交換会

　　　外部より講師を招き、研修会を実施

　　○授業向上マニュアルの作成　

　　　本学ポリシー及び中教審答申等を掲載するとともに、授業運営のガイドラインを作成

    ○外部講師による研修会の実施

　　　「ＦＤ委員会」（短期大学部を含む）へ改組。

　　○平成２６年１２月から、「組織的な教育の質向上にかかるＰＤＣＡサイクルを機能させる取り組みを推進

　　　することにより、教員が行う教育活動の改善・向上に資することを目的」として、「ＦＤ委員会」を

　　　「ＦＤセンター」に発展的に改組。

　　（平成２６年度）

　　（平成２６年度）
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　　○意見交換会

　　　25年度後期授業のアンケート結果を踏まえて、担当科目の内1科目について授業自己点検報告書を専任教員が作成

　　　平成26年5月の学科会議にて意見交換を実施。

　　○授業向上マニュアルの作成

　　　授業運営の留意点等を示したマニュアルを毎年度当初に全教職員を対象に開催される、

　　　全学連絡会にて説明・周知

　b　教員や学生への公開状況、方法等　

　　　している。

　　　学長が座長となり、副学長・事務局長等大学幹部のリーダーシップのもと、個々の教員の授業改善に

　　　取り組む予定である。

　a　実施の有無及び実行時期

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　　　大学ホームページにて授業アンケートの結果を公開

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　　　行うとともに、課題があると考えられる教員には、研修や授業改善のためのフォローを行うことを予定

　　　前期（６／３０～７／２９）および後期（１２／１５～１／２３）の授業期間中に、専任および非常勤教員が

　　　各担当全科目において実施（前期セミナーを除く）

　　○学生による「授業についてのアンケート」

　　　前期（６／３０～７／２９）および後期（１２／１５～１／２３）の授業期間中に、専任および非常勤教員が

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　具体的には、

　　　「授業についてのアンケート」の結果を踏まえて、授業見学を行い、授業運営に優れた教員には学長表彰を

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　ＦＤセンターとは別に、本学運営協議会において「授業改善プロジェクト」が発足した。

　　○外部講師による研修会

　　　各担当科目の中から実施

　　　　平成26年度に学生に対して行った「自己発見レポート分析結果」の報告を受け、学科ごとに

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　（平成２６年度、教員の参加状況含む）

　　　・平成26年9月10日に、ベネッセコーポレーション担当者を講師として招き、

　　○授業公開

　　　前期および後期の授業期間中で授業見学を実施

　　　　ディスカッションを行った。
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　　平成17年4月：自己点検評価報告書を作成

　　平成23年5月：自己評価報告書を公表

　　平成11年4月：自己点検評価報告書を作成し、財団法人大学基準協会の維持会員に登録

②　自己点検・評価報告書

　　　　含む報告書について記入してください。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。
　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ
　　　　具体的な根拠を含めて記入してください。
　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を

　　　　　　　　　（認定期間：平成22年4月1日～平成29年3月31日）

　　自己点検・評価報告書を刊行するとともに大学ホームページ上に公開予定。

（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　　別紙②のとおり

　　　　　　　　 同機構が定める大学評価基準を満たしていると認定される。

　ｂ　公表方法

　ａ　公表（予定）時期

　　平成24年1月：自己評価報告書を作成

③　認証評価を受ける計画

　　平成29年度に日本高等教育評価機構の評価を受ける予定である。

　　平成23年3月：財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を受審し、
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（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成27年　6月　末日までに　）
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別紙① 

ＦＤセンター規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、学園組織規則第 66 条の２及び第 124 条の２に基づき、ＦＤセンター（以下「セ

ンター」という。）の運営等について必要な事項を定める。 

 

 （目的） 

第２条 センターは、本学の教育理念及び教育目標に基づき、組織的な教育の質向上にかかるＰＤＣＡ

サイクルを機能させる取り組みを推進することにより、教員が行う教育活動の改善・向上に資するこ

とを目的とする。 

 

（業務） 

第３条 センターは、次の事項を取り扱う。 

（１）教育の内容・方法の改善に関する検討及びそのための研修会等の企画・立案・実施に関すること 

（２）ＦＤ活動に関する情報の収集及び提供に関すること 

（３）学生による授業評価及び適切な評価システムの検討、提案に関すること 

（４）各種の教学制度の設計に関すること 

（５）学生のキャリア形成に係る教育課程の検討に関すること 

（６）資格取得講座及び資格検定取得にかかる企画・立案・実施に関すること 

（７）共通教養部会に関すること 

（８）その他、教学に係る企画・立案に関すること 

 

 （センター長） 

第４条 センターにセンター長を置き、学長が任命する。 

２ センター長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

 （センター会議） 

第５条 センターの運営に必要な事項を審議するため、センター会議を設ける。 

２ センター会議は、センター長のほか次の構成員をもってあてる。 

（１）教員の中から学長が委嘱した者 若干名 

（２）職員の中から学長が委嘱した者 若干名 

（３）センター長が特に必要と認め、指名した者 

３ 構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

４ センター長はセンター会議を招集し、その議長となる。 

５ センター会議は、構成員の半数の出席をもって成立する。 

６ センター長は、必要があると認めるときには構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができ

る。 

７ センター長は、センター会議の審議の重要事項については学長及び運営協議会に報告しなければな

らない。 
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 （事務） 

第６条 センターに関する事務は、ＦＤセンターが担当する。 

 （規程の改廃） 

第７条 この規程の改廃は、運営協議会の議を経なければならない。 

 

 

  附 則 

この規程は、平成 26年 12月 1日から施行する。 
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別紙② 

 

（３）自己点検・評価等に関する事項 

 

① 設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見 

 

Ⅰ．グローバルビジネス学部設置の趣旨 

大阪国際大学は、「世界に通じる心を持った国際ビジネスマンの育成」を目的に、昭和 63 年 4

月に大阪府枚方市に開学した。当時は経営情報学部の単科大学であったが、平成4年に政経学部(平

成 12 年に法政経学部に改称)を増設した。 

   その後の IT 社会の進展と急速なグローバル社会の変革に対応するため、従来の学部を改組し、

平成 20 年にはビジネス学部と現代社会学部に再編した。 

   平成 26 年 4 月にはそれら 2 学部を統合し、「グローバル社会にあって、国内外の様々な分野で

中核として活躍できる国際人」の育成を目指して、新たに「グローバルビジネス学部」を開設す

ることとした。 

 

Ⅱ．グローバルビジネス学部の目的 

   本学は、「全人教育」を建学の精神としており、普遍的な倫理観を身につけ、国際的な視野を持

ったグローバルな人材を育成することを目的としている。世界を舞台にビジネスの現場で活躍で

きる専門的職業人を育成することを目指している。 

 

Ⅲ．グローバルビジネス学部の目的の達成状況 

   上述の目的を達成するために設置計画として提出した教育課程を、平成 26 年 4 月より着実に実

施するとともに、補完的な教育活動を行い、人材育成を効率的に実施している。特徴的な点は次

のとおりである。 

 

（１）英語能力の向上 

   毎年度新入学生の英語力を測定するために、初年次のクラス分けを意図して英語のプレスメ

ント・テストを実施している。100 点満点中の平均点は、平成 25 年度 45.6 点、平成 26 年度 50.0

点、平成 27 年度 60.0 点であり、年々大きく向上している。特待生（GBIC 学生）の場合は 89.0

点であり、上位クラスの平均点でも 72.0 点となっている。 

 

（２）基礎学力の向上  

就職活動においても、また専門課程の科目を履修するに際しても、高校卒業までに達成すべ

き基礎学力を確かなものにしておく必要がある。あるいは、学修に取り組む基本的な態度や、

自律的な生活ができる行動原理を身につけておく必要がある。当学部では、新入生全員に i-Pad 

mini を配布し、教室外で「ビット・キャンパス・タッチ」という学習教材を利用して、基礎学

力をつけるように訓練している。その自修結果を水曜日のフレッシュマン・セミナーで確認し、

未達成の場合にはゼミ補助教員が 2 時限目に指導する教育システムを確立した。その成果を測

定するために第 1 期生全員に全国 SPI 模試を 2 回受験させた。その結果、前期の成績と後期の

成績で平均点が約 3点向上した。 
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（３）海外研修への関心の高まり 

「グローバルビジネス」を意識し、平成 26 年度は、海外研修プログラムについて、全学にお 

いて 14 のコースを準備した。さらに学科における海外研修コースとして 5 つのプランを提供し 

た。そのうち、グローバルビジネス学部学生の参加者は、全参加者 129 名のうち 13 名であった 

が、1年次生のみであることを考慮すると、参加者の割合としては他の学科と比して少ないとは 

言えない。グローバルビジネス学部の学生の多くは、海外研修に行くことに強い興味を持って 

いることが窺えた。 

1 年終了時の海外研修プランについては、参加申込者が 1名であったため中止となったが、 

2 年次に海外に行きたいという希望者は、アンケートによれば 80 名ほど存在していた。1年次 

で海外研修に行かない理由としては、入学時で経済的負担が大きかったこと、もう少し様子が

わかり、精神的にも成長してから、海外の企業を見学したいというものが殆どであった。 

 

（４）現場に密着した教育 

現場主義教育の一環として、本学はパナソニック社と協定を結び、同社が社員向けに行って 

   いる研修を学生向けに修正してもらい、学生に提供することにしている。平成 26 年度において

全学では 14 名が参加したが、殆どが 3年次生であるなか、１年次生で唯一参加した 1名はグロ

ーバルビジネス学部の学生であり、実務への関心の高さを示している。 

 

 Ⅳ．総括評価・所見 

   開部１年の経験を振り返ると、人材育成の目標や教育方法については社会のニーズに対応して 

いたと認識している。来年度もこの方針をさらに進めていきたい。 

 

 Ⅴ．学生確保に向けて 

   平成 26 年度の定員充足率は 0.34 という非常に厳しい結果であった。しかし、平成 27 年度の入

学者は 108 名と僅かながら増加しており、学生の質は、プレスメント・テストを見る限り、向上

している。 

   今後さらに、本学部の教育方法やそれによる学生の質向上を受験生に訴えることにより、高校

側にも評価されることを確信している。 
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